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２ 介護保険特別会計の状況 

 

⑴  款別歳入決算の前年度比較 

款 

令和元年度 
 決算額 （円） 

令和２年度 
 決算額 （円） 

前年度比 
（円） 

伸び率 
（％） 

Ⓐ Ⓑ Ⓑ－Ⓐ Ⓑ／Ⓐ 

介護保険料 1,029,704,710 1,016,839,800 △12,864,910 98.8 

使用料及び手数料 90,000 60,000 △30,000 66.7 

国庫支出金 917,832,684 981,384,602 63,551,918 106.9 

支払基金交付金 1,147,751,000 1,195,522,020 47,771,020 104.2 

県支出金 636,843,354 660,688,821 23,845,467 103.7 

財産収入 56,830 132,820 75,990 233.7 

繰入金 798,966,000 868,989,000 70,023,000 108.8 

繰越金 100,804,526 102,591,386 1,786,860 101.8 

諸収入 180,532 176,992 △3,540 98.0 

合 計 4,632,229,636 4,826,385,441 194,155,805 104.2 

 

⑵  款別歳出決算の前年度比較 

款 

令和元年度 
決算額 （円） 

令和２年度 
 決算額 （円） 

前年度比 
（円） 

伸び率 
（％） 

Ⓐ Ⓑ Ⓑ－Ⓐ Ⓑ／Ⓐ 

総務費 93,147,516 102,077,687 8,930,171 109.6 

保険給付費 4,158,859,332 4,281,992,481 123,133,149 103.0 

地域支援事業費 175,782,368 173,415,662 △2,366,706 98.7 

基金積立金 47,370,830 70,815,820 23,444,990 149.5 

諸支出金 54,478,204 43,911,298 △10,566,906 80.6 

合 計 4,529,638,250 4,672,212,948 142,574,698 103.1 
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⑶ 款別歳入決算の状況 

款 

予算現額 

（円） 

調定額 

（円） 

収入済額（決算額） 

（円） 

Ⓐ Ⓑ Ⓒ 

介護保険料 1,012,063,000 1,043,383,741 1,016,839,800 

使用料及び手数料 40,000 60,000 60,000 

国庫支出金 1,021,823,000 981,384,602 981,384,602 

支払基金交付金 1,262,136,000 1,195,522,020 1,195,522,020 

県支出金 698,086,000 660,688,821 660,688,821 

財産収入 133,000 132,820 132,820 

繰入金 868,989,000 868,989,000 868,989,000 

繰越金 102,591,000 102,591,386 102,591,386 

諸収入 4,000 176,992 176,992 

合 計 4,965,865,000 4,852,929,382 
4,826,385,441 

Ⓔ 

 

⑷ 基金残高の状況 

区 分 

令和元年度末現在高 令和２年度中の増減 

 
市民一人当た 
りの現在高 積立額 取り崩し額 

Ⓐ Ⓑ（Ⓐ／69,209人） Ⓒ Ⓓ 

介護給付費準備基金 367,956,047 5,317 70,815,820 107,225,000 
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不納欠損額 

（円） 

収入未済額 

（円） 

予算現額に対す 
る増減額（円） 

収入割合（％） 

対予算現額 対調定額 決算額構成比 

Ⓓ Ⓑ－Ⓒ－Ⓓ Ⓒ－Ⓐ Ⓒ／Ⓐ Ⓒ／Ⓑ Ⓒ／Ⓔ 

9,447,200 17,096,741 4,776,800 100.5 97.5 21.1 

0 0 20,000 150.0 100.0 0.0 

0 0 △40,438,398 96.0 100.0 20.3 

0 0 △66,613,980 94.7 100.0 24.8 

0 0 △37,397,179 94.6 100.0 13.7 

0 0 △180 99.9 100.0 0.0 

0 0 0 100.0 100.0 18.0 

0 0 386 100.0 100.0 2.1 

0 0 172,992 4,424.8 100.0 0.0 

9,447,200 17,096,741 △139,479,559 97.2 99.5 
 

 
100.0 

 

（単位 円） 

令和２年度末現在高 前年度比 

 
市民一人当たり 
の現在高 

 
市民一人当たり 
の現在高 

Ⓔ（Ⓐ＋Ⓒ－Ⓓ） Ⓕ（Ⓔ／69,239 人） Ⓔ－Ⓐ Ⓕ－Ⓑ 

331,546,867 4,788 △36,409,180  △529 
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⑸ 保険料決算の状況 
 
 

区 分 

予算現額 

（円） 

調定額 

（円） 

収入済額（決算額） 

（円） 

不納欠損額 

（円）  

 Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ 

現年度分 1,010,563,000 1,021,929,400 1,014,338,500 0 

滞納繰越分 1,500,000 21,454,341 2,501,300 9,447,200 

合 計 1,012,063,000 1,043,383,741 
1,016,839,800 

Ⓔ 
9,447,200 

 

⑹ 収入未済額の内容                        （単位 円） 

区 分 介護保険料 

令和２年度 7,590,900 

令和元年度 9,347,841 

平成３０年度 134,300 

平成２９年度 23,700 

平成２８年度以前 0 

合 計  17,096,741 

 

⑺ 不納欠損額の内容                        （単位 円） 

区 分 介護保険料 

介護保険法第２００条 
258人 

9,447,200 
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収入未済額 

（円） 

決算額 
構成比 
（％） 

徴収率 
被保険者一人当たりの 

決算額 

（％） 前年度 対前年度 （円） 被保険者［令和
２年度末］ 

Ⓑ－Ⓒ－Ⓓ Ⓒ／Ⓔ Ⓒ／Ⓑ Ⓕ Ⓒ／Ⓑ－Ⓕ Ⓔ／Ⓗ Ⓗ 

7,590,900 99.75 99.26 99.19 0.07 

62,486 16,273人 

9,505,841 0.25 11.66 11.34 0.32 

17,096,741 100.00 97.46 97.31 0.15     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

介護保険法（抜粋） 

 

（時効）  

第２００条 保険料、納付金その他この法律の規定による徴収金を徴収し、又はその還付を受ける権利及び

保険給付を受ける権利は、これらを行使することができる時から２年を経過したときは、時効によって消

滅する。  

２ 略 
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⑻ 款別歳出決算の状況 

款 

予算現額 

（円） 

支出済額（決算額） 翌年度繰越額 

（円） （円） 

Ⓐ Ⓑ Ⓒ 

総務費 119,764,000 102,077,687 0 

保険給付費 4,529,558,000 4,281,992,481 0 

地域支援事業費 200,081,000 173,415,662 0 

基金積立金 70,816,000 70,815,820 0 

諸支出金 44,646,000 43,911,298 0 

予備費 1,000,000 0 0 

合 計 4,965,865,000 
4,672,212,948 

Ⓓ 
0 
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不用額 

（円） 

執行割合（％） 市民一人当たりの決算額 

対予算現額 決算額構成比 （円） 

Ⓐ－Ⓑ－Ⓒ Ⓑ／Ⓐ Ⓑ／Ⓓ Ⓑ／69,239人 

17,686,313 85.2 2.2 1,474 

247,565,519 94.5 91.7 61,844 

26,665,338 86.7 3.7 2,504 

180 100.0 1.5 1,023 

734,702 98.4 0.9 634 

1,000,000 0.0 0.0 0 

293,652,052 94.1 100.0  67,479 

 

 



科目 

主管 

款 項 目 

事 業 名 介護保険事業 

決 算  額 

（前年度比）
財 源 内 訳 

4,672,212,948円 
（＋142,574,698円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

1,642,073,423円 60,000円 0円 0円 1,791,864,840円 1,238,214,685円 

市民一人当たり 

の決算額 

67,479円  

（一般財源等ベース 17,883円） 
単位決算額 

287,114円  

（第１号被保険者 16,273人） 

高

齢

福

祉

課

１ 事業目的 

  ６５歳以上で介護や支援の必要な方及び４０歳以上６５歳未満の方で特定疾病

が原因で介護や支援の必要な方に対して、介護保険給付を行う。また、地域包括

ケアシステムを構築するため、介護予防・日常生活支援総合事業などの地域支援

事業を行う。 

２ 事業内容 

  介護保険法及び清須市介護保険条例の規定による保険給付や介護予防・日常生

活支援総合事業などの地域支援事業を行った。 

⑴ 第１号被保険者数（令和３年３月末）

区 分 対象者 

６５歳以上７５歳未満 7,933人 

７５歳以上 8,340人 

合 計 16,273人 

⑵ 申請の状況

区 分 申請者 

新規申請 769人 

更新申請 688人 

変更申請 233人 

⑶ 賦課徴収状況

区 分 収入額 

現年度分 
特別徴収 942,557,600円 

普通徴収 71,780,900円 

滞納繰越分 2,501,300円 

合 計 1,016,839,800円 

⑷ 保険給付

区 分 事業費 

介護給付費 3,925,308,389円 

介護予防給付費 91,247,319円 

高額介護サービス費 119,580,242円 

高額医療合算介護（介護予防）サー

ビス費 
13,978,133円 

特定入所者介護サービス費 129,522,934円 

審査支払手数料 2,355,464円 

合 計 4,281,992,481円 
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高

齢

福

祉

課 

⑸ 介護認定（令和３年３月末） 

区 分 対象者 

要介護等認定調査件数 1,690件 

要介護等認定審査件数 1,722件 

要介護等認定 

状況 

要支援１ 295人 

要支援２ 449人 

要介護１ 443人 

要介護２ 477人 

要介護３ 392人 

要介護４ 354人 

要介護５ 228人 

合 計 2,638人 

⑹ 事業対象者（令和３年３月末） 

区 分 対象者 

チェックリスト実施件数（新規） 54件 

事業対象者 111人 

⑺ 介護予防・生活支援サービス事業（地域支援事業） 

区 分 事業費 

第１号訪問事業費 

訪問型サービスＡ（指定） 20,719,318円 

きよす家事サポートサービス 

（委託） 
612,430円 

第１号通所事業費 

通所型サービスＡ（指定） 40,995,304円 

きよす元気アップサービス（委託） 3,120,800円 

きよす集中リハビリサービス 

（委託） 
8,616,400円 

介護予防ケアマネジメント事業費 10,143,423円 

高額介護予防サービス費相当事業費 122,541円 

合 計 84,330,216円 

⑻ 一般介護予防事業（地域支援事業） 

  ア 介護予防普及啓発事業 

区 分 回 数 延べ利用者数 

清須市民げんき大学（官学連携） 14回        293人 

チャレンジ教室（認知症予防教

室） 
157回      2,781人 

やろまいか教室 73回      2,322人 

イ 地域介護予防活動支援事業 

区 分 回 数 延べ利用者数 

いこまいか教室 652回 10,891人 

認知症キャラバン・メイトフォロ

ーアップ 
1回 39人 

  ウ 地域リハビリテーション活動支援事業 

区 分 回 数 延べ利用者数 

地域サロン応援講座 5回 88人 
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高

齢

福

祉

課 

⑼ 包括的支援事業・任意事業（地域支援事業） 

  ア 包括的支援事業 

区 分 事業費 

地域包括支援センター運営費 58,306,741円 

在宅医療・介護連携推進事業費 2,466,680円 

生活支援体制整備事業費 7,024,000円 

認知症総合支援事業費（認知症初

期集中支援チーム事業等） 
2,339,124円 

地域ケア会議推進費 101,946円 

合 計 70,238,491円 

イ 任意事業 

区 分 事業費 

介護給付等費用適正化費 88,038円 

家族介護支援費 351,400円 

福祉用具・住宅改修支援費 78,000円 

認知症サポーター等養成費 46,940円 

地域自立生活支援費（介護相談員

５人） 
175,466円 

合 計 739,844円 

⑽ その他諸費 

区 分 事業費 

審査支払手数料 202,519円 

 

３ 事業成果 

保険給付により、介護が必要な状態になっても自宅や介護保険施設で安心して

暮らすことができ、家族の介護負担を軽減することができた。 

  また、介護予防・日常生活支援総合事業などの地域支援事業の実施により、生

活機能の維持向上や生活機能低下の早期発見・予防を行い、自立した生活の維持

及び要介護状態の防止に寄与することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
- 356 -


	①比較○
	②歳入・基金○
	③保険料・収入未済額・不納欠損額○
	④歳出○
	99-2 介護保険特別会計（ページ番号あり）



